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第1回、第2回臨時会
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承認 3 専決処分の承認を求めることについて （平成29年度松田町
一般会計補正予算（第4号）） 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案30 松田町公園条例の一部を改正する条例 （産業厚
生常任委員会報告）

1回目 可 ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○
2回目 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

39 平成29年度松田町一般会計補正予算 （第５号） 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第2回臨時会（10月18日）
議案31 松田町寄自然休養村管理センターの設置及び管理に関する

条例の一部を改正する条例 （産業厚生常任委員会報告） 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 物品購入契約の締結について （松田町民文化センター複合拠
点整備事業舞台用備品購入（繰越明許）） 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

41 松田町住宅整備事業の事業契約の締結について (住宅整備事
業契約審査特別委員会報告) 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●

42 平成29年度松田町一般会計補正予算 （第６号） 可 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※ 中野博議長は、採決に加わらない。
※ �第１回臨時会の議案第30号は、修正案審議のため採決を2回行った。1回目は修正案について、2回目は修正案を除く原案

（町長提案）についての採決を行った。

議案第30号 松田町公園条例の一部を改正する条例
産業厚生常任委員会報告書（抜粋）

　観光経済課長及び担当職員出席のもと、過去の収支状
況や今後の収支計画、上限料金設定の根拠などを詳細に
審査しました。
　審査の結果、来客者の立場や来客数を確保すること
を考慮し、一気に3倍（1,500円）の上限設定ではな
く、2倍（1,000円）を上限設定とし、今後、指定管
理者の企業努力を求められたい。
　よって、原案の一部を修正すべきと結論に達しました。

議案第41号 松田町住宅整備事業の事業契約の締結について
松田町住宅整備事業契約審査特別委員会報告書（抜粋）
　町長、副町長、教育長、参事、担当課長及び関係職員
出席のもと、松田町住宅整備事業の事業契約の内容の審
査をしました。
　この住宅整備事業契約は、ＰＦＩ方式のメリットを活
かし、約11億円の施設が30年間で約5,100万円（年
約170万円）の投資により町の財産になります。これ
は、従来の方式に比べ画期的な方式です。何もしないリ
スクは人口減少となり、消滅可能性都市にならないよう
一歩踏み出したこの事業は、町の活性化に寄与します。
　小学校建替事業を優先すべきとの意見もありました
が、子育て支援住宅の建設により児童の増加が見込ま
れ、この2事業を並行して進める意義があります。
　また、この事業により、町営住宅の借地返還を促進す
ることができると共に土地の有効活用が図られ、年約
170万円の負担で低所得者住宅の福祉施策も推進でき
ます。
　入居率90％でのシミュレーションが提示されたが、
100％を目指すよう努力されたい。

　第1回臨時会は10月5日（木）、第2回臨時会は10
月18日（水）に開催され、概要は次のとおりです。

議案第31号 松田町寄自然休養村管理センターの
設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例
産業厚生常任委員会報告書（抜粋）

　観光経済課長及び担当職員出席のもと、利用状況や
過去の収支状況、類似施設との比較、今後の収支計画
及び現地調査を実施し詳細に審査しました。
　審査の結果、今後の維持管理を含め施設を運営する
にあたり、自立できる経営とするため、料金改定は必
要なものと判断しました。
　なお、次の項目について、強く申し入れをして原案
のとおり賛成することとしました。
（1）料金改定に際し、老朽化した施設の改修や修繕の
　実施を検討すること。
（2）条例の宿泊料金は、利用者数により計算して求め
　るものであるため、わかりやすい表にして周知し、
　早急に1人当りの料金設定にするよう検討するこ
　と。
（3）夏場の団体客は多いが、四季を通じて宿泊しても
　らうためには、個人客を対象にした施策を検討する
　こと。
（4）宿泊料金は上限設定のため、料金改定の際は施設
　の整備状況を判断して慎重に対応すること。
（5）寄ヒーリングヴィレッジ事業の各拠点施設との連
　携及びホームページやパンフレット等を充実させる
　など広報活動を積極的に行い、施設利用者の拡大を
　図ること。
（6）指定管理を行う際は、業務内容や収支計画につい
　て十分精査し、自立できる施設となるよう指導し、
　指定管理委託料を削減されたい。


